
（広島市） 

 

１ 市勢   市制施行 明治 22 年４月 1 日 

 人  口 1,173,406 人（令和８年１月１日現在） 

 面  積 906.69 平方キロメートル 

 

２ 財政   令和７年度一般会計当初予算 7228 億 5133 万円 

 令和７年度特別会計当初予算 4136 億 6959 万円 

       令和７年度企業会計当初予算    1404 億 9810 万円 

        合  計   1 兆 2770 億 1904 万円 

   

３ 議会   条例定数 54 人 

常任委員会（総務、消防上下水道、こども文教、経済観光環境、厚生、建

設） 

 

４ 視察事項 広島市「大洲雨水貯留池について」 

 

５ 視察目的 

都市・環境常任委員会では、近年の気候変動等に伴う大雨の発生頻度の増加などに対応

するため、市民が安心して暮らすことができる雨水対策のあり方について継続的に調査を

行っている。 

広島市では、都市機能が集積するＪＲ広島駅周辺地域において、局所的な豪雨による浸

水被害リスクに対応するため、新たなプロ野球本拠地である新球場（ＭＡＺＤＡ Ｚｏｏｍ

－Ｚｏｏｍスタジアム広島）の建設と一体的に大規模な雨水貯留池を整備している。 

本視察は、当該地区の過去の浸水被害状況や施設整備に至った背景、新球場建設と一体

となった整備計画の経緯を調査するとともに、球場地下という立地特性上配慮された構造

や工法、その運用実績と治水効果などを学ぶことで、本市における今後の浸水対策および

多目的施設と複合した雨水対策施設整備の参考とするため実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 大洲雨水貯留池について 

（１） 広島市の特徴 

広島市は、市域の南北を貫く太田川河口部に形成されたデルタ地帯に都市域が集積して

おり、ＪＲ広島駅周辺を含む大州排水区では、近年の都市化の進展や局所的な豪雨の発生

に伴う雨水流出量の増加などから、浸水氾濫の危険性が増大していた。 

これに対応し、都市域における浸水に対する安全度を向上させるため、10 年確率降雨を

整備目標レベルに設定し、中心市街地を対象とした大規模な雨水対策施設の整備を実施し

てきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２） 大洲雨水貯留池の概要 

 大洲雨水貯留池は、大洲排水区の中でも都市機能が集積するＪＲ広島駅周辺地域（約 52

ｈａ）を対象に、浸水対策事業として整備を行った。 

 また、雨水貯留池の設置場所は、広島東洋カープの新本拠地であるＭＡＺＤＡ Ｚｏｏｍ

－Ｚｏｏｍスタジアム広島（以下「新球場」という。）のグラウンド下に設置されている。 

 貯留量は１万５千立方メートルで、そのうち１千立方メートルは新球場のグラウンドへ

の散水やトイレ用水及び周辺のせせらぎ水路に再利用している。 

 降雨時に既説下水道管の能力を超えた雨水を雨水貯留池に一時的に溜めることで、既存

能力（20ｍｍ/ｈｒ）約 2.5 倍となる 53ｍｍ/ｈｒの降雨に対応できることとなる。 

 溜めた雨水は、晴天時に最寄りの大洲ポンプ場経由で県の東部浄化センターへ送水して

処理した後、河川に放流する。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３） 大洲雨水貯留池の施設概要 

 

 

 

 

 

 

 

 



（４） 大洲雨水貯留池の本体構造形式 

 大洲雨水貯留池本体の土木工事の建設工期は、平成 21 年春のプロ野球シーズン開幕に

合わせた新球場オープン時期の関係から、建設規模に対しては極めて短期間となる約１年

間での施工を要求された。 

 このため、大洲雨水貯留池の構造形式は、土木構造物ではめずらしい「現場打ち同等型

プレキャスト鉄筋コンクリート構造」を採用し、工期短縮を図った。 

 これは、貯留池内部の主要部材（柱・梁）及び床版型枠にプレキャスト鉄筋コンクリー

ト（工場で製作するコンクリートブロック）部材を活用し、それらを現地で組み立てると

ともに、雨水貯留池外周部（底版・側壁・床版）を現場打ち鉄筋コンクリートで巻きたて

て構造物を一体化する構造で、雨水貯留池の躯体連続性・水密性の確保を可能とした。 

 プレキャスト部材の使用により飛躍的な工期短縮効果を得ることができ、当初計画とお

り、約１年間で本体工事を完成させた。 

 

 

 

 



（５） 雨水再利用計画 

 新球場の雨水流出抑制として、雨水貯留池内に 1,000 ㎡の水槽を設け、新球場の屋根及

びグラウンドに降った雨を貯留する。 

 集めた雨水は、塩素消毒、ろ過処理した後に、新球場のグラウンドへの散水やトイレ用

水及び周辺のせせらぎ水路（名称：雨音の小径）に再利用する。 

 

 

 

 

 



（６） 緑化計画 

 大洲雨水貯留池を維持管理するために、地下に通路（管廊）を配置し、新球場の外側の

南北に維持管理車両を直接出入りさせるための搬入棟を設置している。 

 また、搬入棟は新球場の外側に配置されることから、新球場との一体的なデザイン性を

踏まえ、搬入棟壁面及び外構のコンクリート擁壁については同色に塗装するとともに、壁

面緑化を行い、景観に配慮した施設形状としている。 

 

 

（７） 周辺下水道整備 

 降雨時に既説下水道幹線から雨水貯留池に雨水を流入させるため、新たに、雨水貯留池

流入管（内径φ900ｍｍ ～φ2200ｍｍ）を布設している。 

 また、新球場周辺道路整備に伴う既設下水道管の移設や、ＪＲ広島駅周辺から新球場周 

辺の道路内の下水道マンホ―ル鉄蓋を、デザインマンホールに更新している。 

 



（８） 大洲雨水貯留池の建設経緯 

（９） 大洲雨水貯留池の建設事業費 

 

 

７ 委員からの質疑 

Ｑ．大洲雨水貯留池の運用開始後に明らかになった課題や、今後の展開等について確認し

たい。 

Ａ．課題については、貯留池内の脱臭装置について、また、雨水再利用時にグラウンドの

砂の影響があることについて、どのように対応していくか検討していくことである。ま

た、他施設との複合的な利用について等は、計画はない。 

Ｑ．大洲雨水貯留池建設にかかる国庫補助はどの程度か確認したい。 

Ａ．建設総事業費約 45 億円のうち、半額程度が国庫補助となる。 

Ｑ．汚水や下水からの有毒ガスの発生や、酸欠の発生が予想されるが、大洲雨水貯留池施

設内に、それらに対するセンサー等を設置といった予防は行っているのか。 



Ａ．通常、大洲雨水貯留池は、無人として遠方で管理しているため閉鎖しているが、開放

時に大気を検査する必要があるが、特段センサー等の設置は行っていない。 

Ｑ．施設の維持管理費の年額と、その内訳について確認したい。 

Ａ．維持管理費は年間約 800 万円である。内訳としては、主に電気水道光熱費である。ま

た、せせらぎ水路や樹木の維持管理は委託しているため、委託費が発生している。その

他、遠方で管理するため通信費が入っている。 

 

８ 委員会としての所感 

広島市における大州雨水貯留池の整備は、近年の局地的な豪雨等による浸水リスクが

高まる中、都市機能が集積する駅周辺地域の安全を確保するための効果的な取り組みで

ある。 

本視察において印象に残った点は、大規模集客施設である新球場（ＭＡＺＤＡ Ｚｏｏ

ｍ－Ｚｏｏｍスタジアム広島）の建設に合わせて、そのグラウンド下という広大な地下

空間を雨水貯留池として有効活用している点である。限られた都市空間の中で、治水施

設と多目的施設を一体的に整備する手法は、用地確保が困難な都市部における雨水対策

のモデルケースとして高く評価できる。 

また、新球場のオープンに合わせるという厳しい工期的制約の中で、土木構造物とし

ては珍しい「現場打ち同等型プレキャスト鉄筋コンクリート構造」を採用し、約１年間

という短期間で大規模な地下構造物を完成させたことは、都市部における大規模工事の

周辺影響を最小限に抑えつつ迅速に整備を進める上で、非常に参考となる技術的知見で

あった。 

さらに、貯留した雨水を単に排出するだけでなく、貯留量のうち 1,000 ㎡分を新球場

のグラウンドへの散水やトイレ用水、周辺の水路の循環水として再利用している点も特

徴的である。防災機能の向上にとどまらず、水資源の有効活用による環境負荷の低減や

、デザインマンホールの設置、壁面緑化による景観配慮など、地域に親しまれる持続可

能なまちづくりの観点からも有意義な取り組みであると感じた。 

令和７年中に発生した豪雨災害は、本市に大きな爪痕を残している。そのため、本市

における雨水対策施設の整備・検討は急務である。今回の視察で得た多目的施設との複

合的な地下空間の活用手法や、雨水再利用などの環境に配慮した取り組みの知見を大い

に参考にし、市民が安心して暮らすことができる強靱なまちづくりに向けた議論を深め

てまいりたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（岡山市） 

 

１ 市勢   市制施行 明治 22 年 6 月 1 日 

 人  口 709,588 人（令和７年 12 月１日現在） 

 面  積 789.95 平方キロメートル 

 

２ 財政   令和７年度一般会計当初予算 4093 億 2300 万円 

 令和７年度特別会計当初予算 1955 億 9600 万円 

       令和７年度事業会計当初予算     791 億 2100 万円 

        合  計 6840 億 4000 万円 

   

３ 議会   条例定数 46 人 

常任委員会（総務、保健福祉・協働、スポーツ文化・産業、都市・環境、

子ども・文教） 

 

４ 視察事項 岡山市「漂着ごみの実態把握の省力化について」 

 

５ 視察目的 

岡山市では、瀬戸内海の豊かな海を守るため、令和３年に「岡山市海洋プラスチックご

み対策アクションプラン」を策定し、市内の用水路や河川から海へのごみ流出防止に重点

を置いた対策を進めている。特に、全長 4,000km を超える農業用水路を有する同市では、

街中のごみが用水路を経由して海へ流出する構造的な課題があることから、陸域での流出

抑制を「海ごみ対策」と位置づけている。また、広大な流域のごみ分布を効率的に把握す

るため、ＡＩ（人工知能）とドローン等の画像解析技術を活用した「漂着ごみの実態把握

の省力化」に取り組んでいる。   

本市においても、伊勢湾に面する工業都市として、海岸清掃や海洋プラスチックごみ対

策は重要な環境課題であり、海岸清掃活動など市民協働による取り組みが進められている。

先進的なデジタル技術を活用した実態把握の省力化や、ナッジ理論を用いた啓発活動など、

同市の取り組みを参考にし、本市における効果的な海洋プラスチックごみ対策の参考とす

るため、視察を実施することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 事業の概要 

（１） 岡山市における海洋プラスチックごみ対策の経過 

岡山市海洋プラスチックごみ対策アクションプランと「５つの門」 岡山市は、市内に全

長 4,000km を超える農業用水路があり、街中のごみが用水路を経由して海へ流出する構造

的な課題を抱えている。これに対し、令和３年度（2021 年度）に「岡山市海洋プラスチッ

クごみ対策アクションプラン」を策定し、ごみの流出経路を５つの段階で食い止める「５

つの門」と位置づけた対策を展開している。 

 

（２） 海洋プラスチックごみ対策：「５つの門」 

 「５つの門」は、発生抑制として「第１の門（ごみの持ち帰り等）」「第２の門（ごみス

テーション管理等）」、「第３の門（陸域）」、「第４の門（水路・河川）」、「第５の門（海岸）」

での回収を掲げている。 

 



• 第１の門（ごみの持ち帰

り、リサイクルボックス利

用）： 発生抑制の基本とし

て、ポイ捨て防止やごみの持

ち帰りを啓発している。 

また、自動販売機横にはナ

ッジ理論のステッカーや下

向き投入口を採用した新機

能リサイクルボックスを設

置し、異物混入を防いでい

る。 

 

 

• 第２の門（リサイクルご

みステーション管理）： ごみ

ステーションからの飛散防

止（カラス対策等）。源循環

と散乱防止を目的とした発

生抑制対策。 

ごみステーションにおけ

るカラス被害等を防ぐネッ

トの活用など適正管理を徹

底するとともに、学校等とも

連携し、ペットボトルの効果

的な回収や圧縮を行ってい

る。 

 

• 第３の門（陸域での回

収）： 街中のごみが水路を通

じて海へ流出するのを防ぐ

ため、陸域で回収・処理する

対策。海洋に出てしまったご

みは、回収が困難という考え

に基づく。ごみ拾いとジョギ

ングを掛け合わせた街中で

の清掃活動（プロギング）な

どの街中クリーン作戦を定

期的に開催し、市民の参加を

促している。 

 



• 第４の門（水路・河川で回

収）： 海へ出る手前の水路や

河川においてごみを回収する

対策。用水路が多い地域特性

を踏まえ、市民参加型の河川

清掃イベント「クリーンアク

ト」や、カヌーを用いたごみ

拾いを実施し、海への流出を

食い止めている。 

 

 

 

• 第５の門（海岸で回収、

漁業者による回収）： 既に海

へ流出、または漂着してしま

ったごみを回収する最終段階

の対策。市民ボランティアな

どによる海岸清掃イベントの

開催に加え、漁業者の協力を

得て、網に引っかかった海ご

みを回収する支援を行ってい

る。 

 

 

海ごみゲートキーパー宣言

は、岡山市から海へのごみ流

出を防ぐ「５つの門」のいず

れかの対策に取り組むことを

宣言する制度である。対象は

市内で活動する事業所やボラ

ンティア団体等。 

宣言団体には宣言書が発

行され、店頭や事務所に掲示

できる。市民や企業に海ごみ

問題を「自分ごと」と捉えて

もらい、社会貢献のアピール

や会話のきっかけ作りとす

る等、関心の裾野を広げるこ

とを目的としている。 

 



（３） ＡＩ画像解析によるホットスポット調査（実態把握の省力化）  

広範囲な水域におけるごみの分布状況を効率的に把握するため、令和４年度よりスタ

ートアップ企業と連携（ＧｏｖＴｅｃｈ Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ ＯＫＡＹＡＭＡ）し、

ＡＩを用いた調査を実施している。 

•調査手法の変遷： 

◦ 令和４年度（航空写真）：岡山市市役所課税管理課が保有する高精細な航空写真（解

像度５ｃｍ）を使用。ごみがある可能性の高い場所（ホットスポット）を特定したが、

撮影頻度が３年に１回と低い課題があった。 

   ◦ 令和５年度（衛星画像）： 撮影頻度の高い衛星画像を使用したが、解像度が 31ｃｍ

と低く、詳細な判別は困難であった。 

   ◦ 令和６年度（ドローン画像）： 笹ヶ瀬川流域においてドローンによる空撮を実施。

解像度２ｍｍの高精細画像を用いることで、ＡＩによる物体検出（ペットボトル、空

き缶などの種別判定）が可能となった。 



•ドローンとＡＩを用いた詳細なごみ検出（2024 年度）：笹ヶ瀬川流域を対象にドローンを

飛行させ（撮影距離 9.765ｋｍ、撮影面積 112,000 ㎡）、取得した 2,590 枚の画像をＡＩ

で解析した結果、合計 8,602 個のごみを検出した。解像度２ｍｍという高精細な画像を

用いたことで、ごみの有無にとどまらず、ペットボトルなどごみの「形状」や「個数」

まで具体的に特定できるようになった。 

 



• 航空写真・衛星画像からのホットスポットの検出：ホットスポットを検出するＡＩを開

発にかかる教師データ作成のため、岡山市域約 1,324 枚のうち、291 枚を水域として検

出した。その各１枚を 70 枚に分割した約２万枚のうち、1,134 枚がホットスポットだと

判明した。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



（４） ナッジ理論を活用した啓発ステッカーおよび新機能リサイクルボックスの展開 

自動販売機横のリサイクルボックスへの異物混入を防ぐため、ナッジ理論（行動経済学）

を応用した対策を実施している。投入口を視認しやすいオレンジ色に変更し、投棄口を下

向きにするなどの新機能リサイクルボックスの展開に加え、「海ごみ対策」等の啓発ステッ

カーを貼付した結果、異物混入率が約 44％から約 30％へと改善した 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



７ 委員からの質疑  

Ｑ．河川に設置されたオイルフェンスは、海ごみ対策として通年設置されているのか。  

Ａ．オイルフェンスは河川管理者である岡山県が設置しており、元々は農業用水路の末端

に設置された除じん機の引き込み口への誘導のために置かれているもので、海ごみ対策

専用ではない。通水障害が懸念されるため、河川内に常設することは難しいが、用水路

の末端等で結果的にごみの流出防止に寄与している。 

Ｑ．回収した河川のごみはリサイクルされているのか。  

Ａ． 街中のイベント等で回収したきれいなごみはリサイクルしているが、川や水路から回

収したごみは汚れや劣化が激しいため、基本的に焼却処分としている。 

Ｑ．ドローンによる調査時の飛行高度はどの程度か。また、ごみを見つける精度は向上し

ているのか。  

Ａ． 飛行高度は約 16～20ｍ程度である。真上からだけでなく、葦の茂みの下などを見る

ために約 45 度の角度をつけて撮影している。ＡＩの学習については、現地画像そのも

のだけではなく、別途用意した品目ごとの画像を学習させて検出時の精度を向上させ

ている。 

Ｑ．自動販売機横の新機能リサイクルボックスの回収は市が行っているのか。また、別の

ゴミを入れられないよう鍵をつけるなどの対策はできないのか。  

Ａ． 回収は自動販売機の設置事業者が行い、産業廃棄物として処理される。市は新機能リ

サイクルボックスを約 400 個購入し、設置事業者に配布し交換してもらった。新機能リ

サイクルボックスは、ボックスの上下をタイラップで留められる構造にはなっているが、

家庭ごみを捨てるためや缶を盗むために、タイラップを切る人がおりいたちごっこにな

っているのが現状である。 

Ｑ．「海ごみゲートキーパー宣言」について、ゲートキーパーという言葉は市民にどう説明

しながら啓発しているのか。また、現在の参画状況はどうか。 

Ａ．海ごみ対策の「５つの門」を守る「門番」という意味で説明し、自分のできる門を守

ってほしいと伝えている。また、啓発グッズの配布や名刺へのロゴの刷り込み等で、話

のきっかけ作りに活用できるよう取り組んでいる。 

本取組は令和７年 12 月末に開始したばかりのため、現在の参画は 10 団体未満に留ま

る。今後は市内で清掃活動を行う約 350 のアダプト団体などにも声をかけ、取り組みを

広げていきたい。 

Ｑ．海洋プラスチックごみ対策について、学校や子どもたちとの連携や啓発は検討してい

るか。 

Ａ．生徒会が主体となってワンウェイプラスチックやペットボトルの回収活動に関心を持

つ事例がある。現在、子どもたちに海ごみ問題を自分事として捉えてもらえるよう、川

下のごみがどこから来たかを探り、自分たちのポイ捨てが川や海に繋がっていることを

示す学校向けの啓発動画を制作しており、令和７年度中に完成する予定である。 

Ｑ．ナッジ理論を活用した啓発ステッカーの効果はすぐに出たのか。また、その効果は持

続しているのか。  

Ａ． 設置から２か月後に調査した結果、異物混入が約１割減るという効果が確認された。

さらに１年後に再調査を行った際も効果は維持されている。市民がごみを入れる事例も



あるものの、全体としては一定の行動変容が定着していると考えられる。 

Ｑ．季節風によって対岸（四国側）にゴミが漂着する課題があると思うが、県外や他市町、

広域での連携はどのように進めているか。 

Ａ．瀬戸内海を囲む４県（岡山、香川等）で構成する「瀬戸内オーシャンズＸ」という枠

組みを作り、県レベルでの連携や啓発を行っている。また、川下の自治体（島しょ部や

漁業者等）の負担が大きいことから、県主導による流域全体（川上・川下）でのごみ処

理の費用負担を行う仕組みの実証実験も進められている。 

Ｑ．ドローンによる笹ケ瀬川流域のごみ分布調査時の動画や、清掃イベント時を撮影した

動画を公開することで、ごみ拾いのイベントの参加者が増える等の目に見える効果はあ

ったか。 

Ａ．目に見える形での明確な効果は確認していない。現在は、海洋ごみ問題の実態を広く

知ってもらうフェーズと認識しており、新聞広告や大型ショッピングモール内のディス

プレイで動画を上映するといったイベントによる啓蒙活動を実施している。 

Ｑ．山間部など上流から流出してくるごみに対して、ドローンによる調査や画像解析の拡

大、行政をまたいだ調査・連携は検討しているか。 

Ａ． 現状のドローンを活用した調査は、ドローンの飛行可能範囲が狭いという特性上、特

定の河川（笹ケ瀬川）に限定している。令和８年度からは、スタートアップ企業と連携

し、路線バスやトラックを活用して街中やロードサイドのポイ捨て状況のヒートマップ

を作成することも検討している。広域連携については「岡山連携中枢都市圏」の枠組み

を活用し、各市町で一斉に海岸清掃を行い、その成果を持ち寄るイベントを実施するな

どして啓発と連携を図っている。 

 

８ 委員会としての所感 

岡山市の取り組みは、用水路が多いという地域特性をふまえ、「５つの門」という分かり

やすい概念で市民や事業者の行動変容を促している点が特徴的である。 特に、ＡＩやドロ

ーンといった先端技術を、単なる調査だけでなく、ごみの可視化による市民への意識啓発

に活用している点は、啓発活動のアプローチとして有用であると感じた。ドローン画像の

解析により、人が立ち入りにくい場所の堆積状況を把握できることは、効率的な清掃計画

の策定に寄与すると考えられる。こうした最新技術を行政課題の解決に取り入れる姿勢

（ＧｏｖＴｅｃｈ）は、本市の環境施策においても参考になるものである。また、ナッジ

理論を用いたリサイクルボックスの改善など、行動経済学を用いたソフト面でのアプロー

チも、コストを抑えつつの効果的な手法として興味深い。海洋プラスチックごみ問題は一

自治体だけで解決できるものではないが、岡山市のように、スタートアップ企業との連携

や、広域での費用負担の議論など、多様な主体を巻き込んだ体制づくりを進めることが重

要である。本市においても、伊勢湾の環境保全に向け、技術活用と市民意識の向上を両輪

とした施策展開について議論を深めてまいりたい。  

 

 

 

 



（呉市） 

 

１ 市勢   市制施行 明治 35 年９月１日 

 人  口 197,673 人（令和７年 12 月 31 日現在） 

 面  積 352.83 平方キロメートル 

 

２ 財政   令和７年度一般会計当初予算    1116 億 9000 万円 

 令和７年度特別会計当初予算 513 億 2998 万円 

       令和７年度企業会計当初予算     267 億 2412 万円 

        合  計              1897 億 4410 万円 

   

３ 議会 条例定数 32 

  ４常任委員会（総務、民生、文教企業、産業建設） 

 

４ 視察事項 呉市「空き家対策全般について」 

 

５ 視察目的 

 呉市は、平地が少なく斜面地に住宅が密集する地理的特性に加え、戦後の急激な人口増

とその後の減少により、全国的に見ても空き家率が高い水準にある。 特に、車両が進入で

きない狭隘道路や階段道路に面した「無接道敷地」が多く、解体費用の高騰や再建築不可

といった課題により、空き家の放置が進みやすい構造的な問題を抱えている。 本市におい

ても、市街化調整区域や旧市街地における空き家問題は深刻化しており、所有者不明物件

や危険空き家への対応が求められている。 呉市が取り組む、実態調査に基づく独自データ

ベースの構築や、条件不利地（無接道敷地）に特化した除却支援、不動産市場に乗らない

物件を扱う空き家バンク制度など、先進的かつ実践的な「空き家対策」を調査し、本市の

施策の参考とするため視察を行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 事業の概要 

（１）呉市の空き家の現状 

  総務省の住宅・土地統計調査（令和５年）によると、呉市の空き家率は 24.6％であり、

全国平均（13.8％）や広島県平均（15.8％）を大きく上回っている。呉市では、令和４

年度に統計調査の数値だけでなく実態を把握するため、水道の閉栓データ等を元にした

独自の「空き家実態調査」を実施した。その結果、市内全域で 5,106 戸の空き家を確認

している。 

  呉市はすり鉢状の斜面地に住宅が密集しており、道が狭く敷地が狭小であるという地

理的特性があり、車両が進入できない「無接道敷地」の割合が空き家全体の約 59％を占

めている。また、実態調査に基づき、特に倒壊の恐れがある「特定空き家」や、その前

段階である「管理不全空き家」の認定・指導を積極的に行っている。 



（２）主な施策 

①第２次呉市空家等対策計画 

  こうした中、呉市は平成 26 日 1 月に呉市議会議員発議による、呉市空家等の適切な

管理に関する条例施行を契機に、平成 29 年３月に呉市空き家等対策計画を策定し、令

和５年３月末に、第２次呉市空家等対策計画を更新し、空き家対策に取り組んでいる。 

 

  国においても、除却などの更なる促進に加えて、周辺に悪影響を及ぼす前の空き家の

有効活用や適切な管理を総合的に強化する必要があることから、空家等対策の推進に関

する特別措置法が令和５年 12 月に一部改正が施行され、所有者の責務強化、空家等活

用拡大や促進区域の設定、「管理不全空家等」の新設、緊急代執行制度の創設等が可能と

なった。 

 



 

  国の動向や、全国的な取り組み、呉市における空き家の状況を踏まえ、呉市では第２

次呉市空家等対策計画において、以下の４つの柱で総合的な施策を推進している。 

 

ア 空き家化の予防  

新たな空き家を発生させないため、所有者への管理責任に関する意識啓発や空き家

に関する支援制度の情報提供について、無料合同相談会の開催、固定資産税の納税通

知書へのリーフレット同封等により強化を図っている。 

 

 

 

 

 



イ 空家等の利活用促進  

不動産市場で流通しにくい「古い」「道路が狭い」「駐車場がない」といった条件の

悪い物件でも登録可能な呉市空き家バンク制度を運営し、利用登録者の約６割が市外・

県外の者である等、注目を集めている。また、呉市移住希望者中古住宅取得支援事業、

呉市新婚・子育て世帯定住支援事業、呉市空き家家財道具等処分支援事業、呉市新婚・

子育て世帯まちなか定住促進事業といった各種事業と連携し、中古マンションの購入

も含めた空き家の流通を促進している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ウ 管理不全な状態の解消（危険建物除却促進事業）  

倒壊等の危険があり周辺に悪影響を及ぼす空き家について、緊急性を考慮しながら、

改善措置助言指導や、解体費用の一部助成といった支援を実施している。特に、車両

が進入できない無接道敷地等での解体は手作業が多くなり費用が高額になるため、令

和６年度から無接道敷地での解体に係る補助上限額を従来の 30 万円から 50 万円へ拡

充し、所有者の負担軽減を図っている。  

 

 

 

 

 



エ 跡地の利活用  

防犯性や防災性の向上を図るために、関係団体や地域と連携しながら、解体後の跡

地を自主防災組織や自治会における防災倉庫や市民農園などへ利活用する取り組みを

検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



②呉市空き家バンク 

 呉市内の空き家等の活用や流通を促進するため、空き家の売却や賃貸情報を市ホームペ

ージ上に掲載し、購入希望者等をマッチングする制度。空き家バンクへ空き家所有者が物

件登録を、居住希望者が利用登録を行い、空き家バンクを介し物件所有へ利用登録者を紹

介して、売却や賃貸に向けて交渉してもらう流れとなる。 

利用登録不動産市場では流通しにくい条件の物件でも登録が可能なのが特徴である。 

 利用登録者は令和７年 12 月時点で有効登録者数が約 340 名。令和６年時点と比較し、

約 70 名の増加であり、年々注目を集めつつある。 

  

（令和６年度実績） 相 談 件 数：847 件（前年度比 448 件増） 

          新規登録件数： 50 件（前年度比 24 件増） 

          成 約 件 数： 27 件（前年度比  ３件増） 



③危険建物除去促進事業 

 危険な空き家の除去を促進するため、空き家の解体する際の費用の一部を助成する制度。 

 令和６年度より、車両の進入が難しい敷地での解体工事にかかる補助金額の上限が50万

円となった。 

 対象となる空き家は 

 ・呉市内にある空き家 

 ・戸建て住宅、長屋、共同住宅、併用住宅で居住のための建築 

  ※併用住宅は、住居部分が１/２以上であること 

 ・「危険建築」と認定された建物 

 

 



７ 委員からの主な質疑  

Ｑ．空き家バンクについて、不動産業者が扱う物件との棲み分けや業界との調整はどのよ

うに行っているか。   

Ａ．宅建業者に仲介等を依頼している物件は、重複によるトラブル防止のため、空き家バ

ンクには登録できないようにしている。空き家バンクは民間市場で流通困難な物件を主

に取り扱っており、日頃から宅建業界とも情報交換等の交流を図り、理解を得るよう努

めている。 

 なお、市はマッチングのみを行い、交渉や契約の専門的な手続きは当事者間や専門家

を通じて行っている。 

Ｑ．危険建物除却促進事業における「危険建物」の認定基準の根拠は何か。また、耐震診

断等の事業と併用などはあるか。  

Ａ．国の不良住宅の除却事業の制度を利用しており、国費の補助要件基準を用いて認定を

行っている。改修・耐震の助成事業とは対象が異なり、家屋を取り壊さないような併用

は想定していない。 

Ｑ．四日市市では、市街化調整区域内の耐震基準が満たされていない、相続が投棄されて

おらず、建築確認が未取得等な空き家において、リフォーム助成が利用できないという

課題がある。呉市において市街化調整区域内の空き家に対する課題はあるか。  

Ａ．呉市の場合、都市計画区域であるかどうかは助成の条件としていないため、調整区域

であっても助成の対象となる。ただし、調整区域における建て替えができないといった

課題は呉市でも同様に存在している。呉市の地理的特徴として、本州側の市街地だけで

なく島嶼部を多く抱えており、そうしたエリアでの空き家の増加と著しい人口減少が、

より一層深刻な問題として顕在化している 

 

８ 委員会としての所感  

全国的に人口減少が進む中、四日市市においても空き家対策は喫緊の課題となってい

る。本視察を通じ、呉市が特有の地形的条件（斜面地・狭隘道路）を踏まえ、車両が進

入できない無接道敷地に対する危険建物の解体補助上限を拡充した点は、地域の実態に

寄り添った柔軟な支援制度として参考になるものである。また、市場での流通が困難な

物件であっても「空き家バンク」で受け皿を作り、家財処分の助成や移住定住のための

取得・改修支援といった各種制度をパッケージとして展開することで、利活用を促す取

り組みは有効なモデルケースである。当委員会としては、本市が抱える市街化調整区域

内の空き家課題を含め、官民が連携し実態に即した支援策をどのように構築していくべ

きか、今回得た知見を参考にさらなる議論を深めてまいりたい。 


